
令和2年度の業績
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　当金庫の主たる営業地区である横浜市は、人口
減少こそ緩やかなものの、生産年齢人口の減少が
地域経済の発展に対する懸念材料となっています。
また、新型コロナウイルス感染症の長期化、長引
く低金利政策、ICTを活用した異業種の参入等は、
当金庫の経営に対する大きなリスク要因になって
います。
　このような課題に対処し「日々の業務を通じ地
域社会の発展に貢献する」という基本方針のもと、
これまでの業務のあり方を見直し、中期経営計画
に掲げた「総合サービス業への進化」に向けて、
事業を推進していきます。 （令和3年4月から令和6年3月まで）

事業の展望と課題

中期経営計画ビジョン：
地域の成長と発展に貢献する総合サービス業への進化

基本戦略

戦略1

戦略2

戦略3 経営資源の適正配分による経営基盤の強化

「職員の成長・活躍」と「組織風土の改革」

お客様価値を最大化する営業活動

■ 主な経営指標の推移
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 （単位）

経常収益 25,964,897 26,148,047 26,151,263 25,550,533 26,441,805 千円
経常利益 2,513,490 3,066,216 2,108,714 2,236,293 3,301,635 千円
当期純利益 1,720,022 2,287,045 1,410,098 1,814,894 2,542,162 千円
出資総額 1,879 1,849 1,822 1,797 1,772 百万円
出資者数 72,738 73,103 73,138 73,082 73,463 人
出資総口数 3,643,108 3,595,743 3,541,582 3,481,663 3,417,398 口
純資産額 94,754 96,575 99,350 97,020 102,934 百万円
総資産額 1,843,080 1,880,534 1,918,586 1,965,195 2,299,672 百万円
預金積金残高 1,716,062 1,750,935 1,788,682 1,838,404 2,012,135 百万円
貸出金残高 944,965 976,719 1,007,380 1,033,052 1,137,854 百万円
有価証券残高 562,080 525,825 491,413 488,597 491,974 百万円
単体自己資本比率 10.40 10.14 9.97 9.72 10.27 ％
職員数 1,234 1,244 1,259 1,289 1,269 人

■ 財務諸表
（単位：百万円） （単位：百万円）損益計算書

科目 金額
（資産の部）
現金 16,670
預け金 611,660
買入金銭債権 32
金銭の信託 6,646
商品有価証券 352
有価証券 491,974
貸出金 1,137,854
外国為替 2,440
その他資産 10,376
有形固定資産 21,947
無形固定資産 952
繰延税金資産 628
債務保証見返 2,114
貸倒引当金 △3,980
（うち個別貸倒引当金） △2,720
資産の部合計 2,299,672

貸借対照表
科目 金額

（負債の部）
預金積金 2,012,135
借用金 152,900
コールマネー 11,113
その他負債 4,624
賞与引当金 1,002
役員賞与引当金 30
退職給付引当金 10,587
役員退職慰労引当金 289
預金払戻引当金 68
偶発損失引当金 766
再評価に係る繰延税金負債 1,105
債務保証 2,114
負債の部合計 2,196,738
（純資産の部）
出資金 1,772
利益剰余金 93,539
処分未済持分 △63
会員勘定合計 95,248
その他有価証券評価差額金 8,875
土地再評価差額金 △1,190
評価・換算差額等合計 7,685
純資産の部合計 102,934
負債及び純資産の部合計 2,299,672

科目 金額
経常収益 26,441
　資金運用収益 22,098
　役務取引等収益 3,472
　その他業務収益 273
　その他経常収益 597
経常費用 23,140
　資金調達費用 464
　役務取引等費用 1,728
　その他業務費用 277
　経費 19,311
　その他経常費用 1,358
経常利益 3,301
特別利益 125
特別損失 97
税引前当期純利益 3,330
法人税、住民税及び事業税 693
法人税等調整額 94
法人税等合計 788
当期純利益 2,542
繰越金（当期首残高） 1,035
当期未処分剰余金 3,578

法人・事業者向け貸出先数の推移

　期末残高は前年度比1,737億円増加の2兆121億円となりました。

■ 預金積金の状況 ⇒ 期末残高 2兆121億円

預金積金残高の推移 預金積金科目別残高

種類別有価証券残高

■ 有価証券運用の状況 ⇒ 期末残高 4,919億円
　国債、地方債、格付の高い社債等を主な投資対象とし
て、安全性を重視した有価証券運用を行っています。

（単位：億円）
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　コロナ禍にあるお客さまへの対応に努め、期末残高は前年度比1,048億円増加の1兆1,378億円となりました。特
定の業種に偏ることなく、バランスのよい貸出を心掛けています。

■ 貸出金の状況 ⇒ 期末残高 1兆1,378億円

貸出金残高の推移
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令和2年度の業績

コア業務純益・当期純利益の推移
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自己資本の額・自己資本比率の推移
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■■自己資本の額 ●　自己資本比率（単位：億円）
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　コア業務純益（※）は、貸出金残高の大幅な増加もあり
12億円増加の46億円となりました。当期純利益も貸出
金残高の増加により7億円増加の25億円となっています。
※�業務純益から一時的な変動要因を除いたもので、信用金庫の本来の業務活動に
よる収益力を表しています。

■ 損益の状況 ⇒ 当期純利益 25億円

不良債権額・不良債権比率の推移
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■■不良債権額 ●　不良債権比率（単位：億円）
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　不良債権額は前年度比44億円増加の417億円、不良
債権比率は0.05ポイント上昇し3.65％となりました。
なお、不良債権のうち、93.85％は担保や保証、貸倒引
当金により保全されています。また、未保全部分につい
ても、自己資本の積み上げがあり、不良債権に対する備
えは万全です。

■ 不良債権の状況（金融再生法における開示債権）

　自己資本の額は利益による積み上げなどにより前年度
比34億円増加の957億円となりました。これにより自
己資本比率は10.27％となりました。引き続き、国内基
準（4％）を上回る健全性を維持しています。

■ 自己資本の状況 ⇒ 自己資本比率 10.27%

債権額①
保全額② 保全率

②／①
引当率

⑤／（①－③－④）優良担保・保証、
割手等③ 一般担保④ 貸倒引当金⑤

破産更生債権及
びこれらに準ず
る債権

5,653 5,653 2,842 1,845 965 100.00％ 100.00％

（内破綻先） （519） （519） （319） （123） （76） 100.00％ 100.00％
（内実質破綻先） （5,134） （5,134） （2,523） （1,721） （889） 100.00％ 100.00％

危険債権�（破綻懸念先） 33,880 32,605 24,812 6,038 1,754 96.23％ 57.91％
要管理債権 2,265 973 － 852 121 42.98％ 8.60％
不良債権合計 ⑥41,799 39,232 27,655 8,735 2,841 93.85％ 52.53％
正常債権 1,101,201 不良債権比率
総合計 ⑦1,143,001 ⑥／⑦3.65％
※貸倒引当金は、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しています。

金融再生法開示債権残高と保全状況 （単位：百万円）
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